
　
コ ー ド
番 号

都 道 府 県 名 ふ り が な

　
市町村名

H ２ ７年 123,217 人 増加率 ｋ㎡ 人 27年国調 121,560 119 人 人 人

H ２ ２年 127,534 人 △3.4% 18.27 6,744 22年国調 125,855 0.2 ％ ％ ％

2.3.31 120,138 人 108 人 人 人

31.3.31 120,537 人 0.2 ％ ％ ％

千円 千円
千円

1 A 41,805,416 千円

2 B 40,899,788 千円

3 C 905,628 ごみ処理

4 D 109,909 ％ 火葬場

5 E ｱ 795,719 ｲ 水防

6 F 131,346 ｲ-ｱ 後期高齢者医療

7 G 27,386 ％ 常備消防

8 H 0

9 I 0 千円

10 J 千円

        Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ 158,732 千円

　 （Ｂ）　月額 円 千円
市　長 円

副市長 円

教育長 円

議会議長 円

議会副議長 円

議会議員 15 人 円

収 支 額
（ 千 円 ）

職 員 数
（ 人 ） 千円

有 132,052 28 千円

無 183,476 25 千円

有 193,231 19 世帯

有 △ 12,998 1 人

無 2,505 3 円

無 291,998 21 円

無 20,611 4 円

事務の共同処理
の状況

近畿近郊整備

国

調

住民
基本
台帳
人口

S35.10.1以降の合併状況

指定団体等の状況

15,560,405債務負担行為額

－

6.2

－

2.4

積 立 金 現 在 高 16,365,392積 立 金 取 り 崩 し 額 400,000

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率

積 立 金 44,015

実 質 赤 字 比 率

繰 上 償 還 金 0

連結実質赤字比率

地 方 債 現 在 高

16,953

39
介 護 保 険 事 業
( 保 険 事 業 )

下 水 道 事 業
（ 特定地域生活排水処理 ）

下 水 道 事 業
（ 公 共 下 水 道 ）

交 通 災 害 共 済 事 業

水 道 事 業

法 適 用
の 有 無

教　育　公　務　員 28 353,759 9,905

（Ａ）　　　人

実 質 単 年 度 収 支

※水道事業、下水道事業については、地方公営企業決算状況調査に用いた数値

後期高齢者医療事業 399,224

34,330,116

　一　　　　　般　　　　　職　　　　　員　　　　　等

国

保

会

計

の

状

況

183,476

17,642

1,513,223

1,497,659 一人当たり保険税調定額

419,499

153,518

実 質 収 支 額

16,158

被 保 険 者 数

338,779

国 民 健 康 保 険 事 業 普通会計からの繰入額

590,000

公

営

事

業

の

状

況

事　　業　　名

被保険者一人当たり費用

98,900

一世帯当たり保険税調定額

1,513,223

普通会計からの
繰 入 額 ( 千 円 ）

2,220,001 加 入 世 帯 数

　　　　合　　　　　　　計 545 304,212 165,796 １ ８ ． ４ ． １

27,385

再 差 引 収 支 額

620,000

　　う　ち　技　能　労　務　職 10 339,710 3,397 １ ８ ． ４ ． １ 660,000

一　般　職　員 517 301,529 155,890 ２ ０ ． ５ ． １ 740,000

１ ８ ． ４ ． １

950,000

 （一般行政職） (339) (310,742) (105,342) ２ ０ ． ５ ． １ 820,000

区　　　　　分

△ 577,891

　特　　　　別　　　　職　　　　等

職員数 一人当たり給料 総給料月額 区　　　分 改定実施年月日 一人当たり平均給料（報酬）月額

２ ０ ． ５ ． １

実 質 収 支 Ｃ - D 573,814

単 年 度 収 支 △ 221,906

実 質 収 支 比 率

歳 入 歳 出 差 引 額 A-B 747,842

－

翌年度へ繰り越 すべき財源 174,028

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数 0.75218

24,200,029

区　　　分 指　数　等

歳 出 総 額 46,531,052

基準財政需要額 18,742,282

区　　　　　分
平成３０年度

基準財政収入額 13,909,248歳 入 総 額 47,278,894

２２年　国　調

令和元年度

就

業

人

口

15,356

31.2

16,872

２７年　国　調

大　　　東　　　市 Ⅱ　－　８

33,820

68.6

35,215

区　　　分 第　１　次 第　２　次 第　３　次

人 口
密 度

人　口　集　中

67.532.3

Ⅲ　－　２

決 算 状 況 大　　阪　　府 だい　　とう　　し
令和元年度交付税
種 地 区 分

種　　　地

産　　　　業　　　　構　　　　造

地　区　人　口

令 和 元 年 度 ２　７　２　１　８　３ 市 町 村 類 型

人　　　　　　　　口 面　　　積



大　東　市 類　型 Ⅲ－２

決 算 額 構  成  比 経常一般財源 （ K ） の 構 構  成  比 税     等 経 常 一 般 財 源経常収支

千円 ％ （K）       千円 成 比 ％ ％ 千円 千円比 率 ％

16,938,237 35.8 15,412,672 65.9 11.1 4,671,207 4,578,638 18.4

190,407 0.4 190,407 0.8 7.6 3,091,358 3,086,986 12.4

21,416 0.0 21,416 0.1 26.8 3,750,704 3,750,704 15.0

98,779 0.2 98,779 0.4 9.9 4,587,023 4,587,023 18.4

56,806 0.1 56,806 0.2 元 金 9.3 4,330,330 4,330,330 17.4

－ － － － 利 子 0.6 256,693 256,693 1.0

2,056,635 4.4 2,056,635 8.8 － － － －

22,049 0.1 22,049 0.1 47.8 13,008,934 12,916,365 51.8

－ － － － 16.6 6,212,284 4,803,876 19.3

54,070 0.1 54,070 0.2 0.4 156,346 156,346 0.6

16,831 0.0 16,831 0.1 10.2 4,532,416 3,946,561 15.8

211,431 0.5 211,431 0.9 3.5 1,545,661

5,167,989 10.9 4,854,119 20.8 2.3 1,025,603 587,456 2.4

4,854,119 10.3 4,854,119 20.8 9.9 3,572,061 3,303,721 13.2

313,870 0.6 － －

12,962 0.0 12,962 0.1 9.3 1,086,491 経常収支比率 ％

158,346 0.3 1,889 0.0 0.2 90,299
減収補塡債特例分・臨時
財政対策債を含む場合 103.1

330,710 0.7 70,926 0.3 9.3 1,082,971 含まない場合 （110.0）

401,841 0.9 0 0.0 4.1 157,912
経常経費充当
一般財源等計

7,982,356 16.9 5.2 925,059 25,714,325 千円

3,455,200 7.3 0.0 3,520 歳入一般財源等  

192,642 0.4 30,439 0.1 100.0 31,139,796 31,887,638 千円

2,490,957 5.3

2,322,261 4.9

905,629 1.9

945,296 2.0 274,254 1.2

3,246,044 6.9

－ －

1,548,944 3.3

47,278,894 100.0 23,385,685 100.0

決　  　算　  　額 構 成 比 対前年度比 構   　成　  比
千円 ％ ％ ％ 千円

7,063,747 41.7 7,199,376 △ 0.5 0.7

5,914,038 34.9 6,176,303 1.3 14.4

1,149,709 6.8 1,023,073 △ 8.7 42.3

7,376,238 43.6 0.8 6.1

170,062 1.0 3.6 0.0

800,574 4.7 1.8 0.1

－ － － 0.4

－ － － 14.3

－ － － 2.9

1,527,616 9.0 0.4 8.9

2,051 0.0 △ 0.1 0.0

1,525,565 9.0 0.4 9.9

－ － － -

－ － － -

16,938,237 100.0 0.3 100.0
円

円 円
3,500 円 ％ 　　　　％ ％

円
円 55.1
円
円
円 43.7
円

1.0 法人税割 ※

※　令和元年１０月１日以降に開始する事業年度に適用される税率は８．４/１００となります。

令和元年度決算状況

歳　　　　　　　　　　　入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区　     　分 区　　　　分
決 算 額

千円

地 方 税 人 件 費 5,185,280

地 方 譲 与 税 3,554,311

利 子 割 交 付 金 扶 助 費 12,455,366

配 当 割 交 付 金 公 債 費 4,613,686

う ち 職 員 給

株式等譲渡所得割交付金 4,356,977

地 方 消 費 税 交 付 金 －

ゴ ル フ 場 利 用 税交付金 22,254,332

分離課税所得割交付金 256,709

元　 利

償還金

内

訳

一 時 借 入 金 利 子

小　　　　　　計

自 動 車 取 得 税 交 付 金 維 持 補 修 費 196,392

地 方 特 例 交 付 金 等 積 立 金 1,611,009

地 方 交 付 税 投 資 出 資 貸 付 金 1,059,503

使 用 料 4,343,771

手 数 料 1,901,452

繰 出 金 4,609,503

前 年 度 繰 上 充 用 金 －

交通安全対策特別交付金 投 資 的 経 費 4,347,291

内

訳 災 害 復 旧 事 業

分 担 金 ・ 負 担 金

内

訳

諸 収 入

地 方 債

2,442,319

都 道 府 県 支 出 金 3,520

財 産 収 入 46,531,052

寄 附 金

繰 入 金

う　ち 　単　 独

合　　　　　　計

経常収支比率について、端数処理の関係から内訳の計と合計が一致しない場合があります。

198,602 議 会 費 317,524 317,453
内

訳

- 総 務 費 6,688,767 5,812,666

198,602 民 生 費 19,689,080 9,434,622

- 衛 生 費 2,824,942 2,413,236

軽 自 動 車 税 - 労 働 費 8,277 6,894

7,139,923

170,953

- 農 林 水 産 業 費 37,937 36,904

鉱 産 税 - 商 工 費 209,749 98,670

801,228

-

-

-

- 土 木 費 6,660,841 4,033,625

法 定 外 普 通 税 - 消 防 費 1,348,237 1,326,472

-

-

-

合　　　　　　計 198,602 合   　  計 46,531,052 31,139,79615,311,480

- 教 育 費 4,128,492 3,068,711
内

訳

- 災 害 復 旧 費 3,520 3,520

- 公 債 費 4,613,686 4,587,023

- 諸 支 出 金 - -

固 定 資 産 税

144,000

１．４／１００

所　得　割

標準税率に対す
る比率

156,000

- 前年度繰上充用 -

-

-

-

180,000

均　等　割

市民税
法人分

均等割

3,600,000

480,000

99.7 99.2
50,000
１２．１／１００

合　　　計 99.3 51.7 98.7

徴収率

固 定 資 産 税

区　　　分
現年課税分 滞納繰越分 合　　　　計2,100,000

492,000

市 町 村 民 税192,000 99.0 98.1

特別地方消費税交付金

自動車税環境性能割交付金

市民税
個人分

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

うち減収補塡債特例分

うち臨時財政対策債

個 人 分

法 人 分

入 湯 税

都 市 計 画 税

事 業 所 税

法 定 外 目 的 税

目 的 税

特 別 土 地 保 有 税

市 町 村 た ば こ 税

固 定 資 産 税

市 民 税

繰 越 金

国 庫 支 出 金

合　　　　　　計

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

区　　　　　分

物 件 費 7,720,063

補 助 費 等 4,732,959

う ち 人 件 費

基 準 税 額

普 通 建 設 事 業

う　ち　 補　 助

90,721

　目　　　的　　　別　　　歳　　　出

超 過 課 税
区 　　  分

決　　算　　額 税　　　　    　　等
収 入 済 額 千円×100/75


